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の分離・独立を強いられた

























































庭は、勤労者がいない家庭が 16.8％、収入 2,500 ドル（全国民の中間
値の半分）未満の家庭が 24.6％と、他の言語の話者の家庭と比べ、圧
倒的に低収入層の割合が高い。また、特に低収入層の中でも、収入1,000



















































制度）”Pioneer Generation Package” を実施しているが、これに先立っ
て３月に行われたアンケートでは、４割もの高齢者がその内容を理解
していないことが明らかになった。政府は制度の周知を徹底するため
に、４つの公用語に加え６つの中国語方言（福建語、潮州語、広東語、
客家語、海南語、福州語）でビデオ教材を作成し、広報を行っている。
政府はこれまで４つの公用語を基本とする言語政策の中で、中国語
方言を公用語から除外し、その使用を抑制する政策を取ってきた。し
かし、政治環境の変化の中で政府が国民に歩み寄る姿勢を見せ、また、
高齢者の生活支援が重要な課題になる中で、中国語方言話者に対し彼
らの本来の母語でアプローチし支援しようとする動きが出てきている
ことが注目される。
2014 年８月には、新たな高齢者支援対策として、公共住宅の居住
権の一部買戻し・現金化による支援措置が発表された。自助努力を基
本とする政府は、新たな財政負担を伴わない措置として、このような
金融工学的な手法を編み出したわけであるが、こうした難解な内容の
支援措置は、特に低学歴の高齢者が理解することは難しいであろう。
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今後、言語政策により周縁化された中国語方言話者に対し、生活支
援対策の充実とあわせ、それを理解してもらうための言語面での支援
がさらに重要になると考えられる。
４　まとめ
シンガポールでは、華人とマレー人との経済的・社会的格差が問題
とされるが、人口統計を用いた分析の結果、中国語方言話者の華人が、
マレー人や華語話者の華人と比較しても、経済的・社会的に低い地位
にあることが明らかになった。社会の高齢化の進行により、高齢者の
高い割合を占める低学歴・低収入の中国語方言話者に対しては、生活
支援措置の充実とあわせて、支援内容の周知が一層重要な課題になる。
シンガポールの言語政策は、極めて多様な言語集団の言語を４つの
公用語に集約し、切り替えていく作業であったが、このプロセスはま
だまだ続いており、過渡期にある。世代交代によって将来的には中国
語方言話者の比率は減少していくと予想されるが、当分の間、高齢者
の大きな割合を占める中国語方言話者に手を差し伸べていくことが必
要である。政府は４つの公用語による多言語政策の基本方針は変えな
いとしているが、その中での柔軟な対応が求められよう。
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